





は じ め に
ペ レス トロイカを展開しているソ連ではいま,ソ 連の企業と外国とりわけ資本主義国の企業 と
が参加する合弁企業が ソ連領内で設立 され,ソ 連側 と外国側の双方の企業家が携わる合弁企業経
ω営
が開始されつつある。
このソ連の合弁企業を発展 させ,そ の経営を軌道に乗せるためには,合 弁企業における会計 と
管理のシステムの確立が不可欠である。つまり,こ の企業活動の財務的成果を明らかにする財務
会計的側面 とその経営管理に必要な情報を提供する管理会計的側面 とを含む,合 弁企業会計が整
備 されていなければならない。だが,こ れ までのソ連においては,外 国資本が参加 した企業での
会計経験は少ないだけでなく,資 本主義国の会計学界との交流もなく,1930年 代に形成 された統
一国民経済計算制度の一環 としての西側にとって馴染めないソ連型社会主義会計が採 用 され て
(2)
いた。このため,ペ レス トロイカ開始後,外 国資本の参加を伴った合弁企業の設立 と同時に,こ
の合弁企業の会計制度をどのようにつくるかが論議されている。現時点では,合 弁企業会計の制
度化はまだ完全に終っておらず,そ の形成の段階にある。とはいえ,ソ 連邦閣僚会議,ソ 連邦財
務省,ソ 連邦国家統計委員会などは合弁企業に関する一連の法規を既に公布 してお り,こ れらの
法規に基づいて,ソ 連会計学界で検討 した合弁企業会計の1つ のモデルが発表 されている。それ
〔z'
は1989年 に公刊 されたシニェイ ドマンの著作r合 弁企業における会計』である。現在のところ,
(3)
この書物は ソ連の合弁企業会計を解説 した唯一のロシア語文献である,と 思われる。
そこで本稿では,こ の文献によりなが ら,現 時点でのソ連の合弁企業の会計制度を明らかにし,
一同時に,こ の合弁企業会計とこれまでの ソ連型社会主義会計 との関連や資本主義会計との同異点
(i)ソ 連における合弁企業の設立の意義やその経営管理上の諸問題については,引 用文献 〔18〕,〔21〕を
参照。
(2)ソ 連型社会主i義会計の特徴については,引 用文献 〔25〕を参照。
(3)こ の文献の内容を簡単に解説した論文をシニェイ ドマンは 『会計』誌に発表している。引用文献〔8〕
を参照。それについては引用文献{23〕 を参照。なお,こ の文献以外に,引 用文献〔4〕などのソ連にお
ける合弁企業会計の書物が近 く刊行される予楚である。
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について考察 し,そ れ によって,今 後 の ソ連 におけ る合弁企 業会 計研 究に とっての足掛 りをつか
み たい,と 考 える。
1合 弁企業会計の前提条件
シニェイ ドマンの書物(以下r文 献』という)によれば,な によりもまず,ソ 連領内に設立 され る
〔2〕4
合弁企業の会計は,ソ 連の法規に従って実施されなければな らない とい う。それは,ソ 連の法規
で示された方法で会計を実施し,合 弁企業の財務諸表を作成しなければならないのである。合弁
企業会計は当該合弁企業の所在地の国の会計方法で実施される,と いうこの前提は今日では不自
然なことではない。だがつづけて,r文 献』では,合 弁企業会計が順守すべき会計の方法 として,
ソ連の国有企業のそれを挙げてお り,さ らに,会 計 と共に,こ れまでソ連で採用していた国民経
済計算制度を 構成する経営計算(労 働指標と物量指標による計算)と 統計計算(統 計固有の指標セこよる
計算)の 実施をも合弁企業に要請 している。 そして,国 有企業会計を,経 営計算,統 計計算 と共
に合弁企業に採用 させる理由として,合 弁企業とい うソビエ ト経済にとって新しい経済単位体を








外国側参加者はもとよ り,資 本主義国の人びとにとって,こ れまで馴染のないソ連国有企業会計
や西側の企業会計の慣行にみられない会計 と統計のシステムを合弁企業会計にも適用させ ようと
している。 とはいえ,『文献』公刊後,ソ 連では,調 整 された市場経済への移行や国有企業 の脱
国家化 ・民営化の政策が打出されて きてお り,こ のため,国 有企業会計を初めとする従前のソ連
型社会主義会計が改編されつつある。 よって,合 弁企業会計が援用する国有企業会計や会計 と統
計の システムについても,そ の内実が今後変化していくことに留意しなければならない。
つ ぎに 『文献』では,ソ 連企業はこれまでに世界で広く採用されている複式簿記を導入してき
てお り,こ の複式簿記は経営取引の正確な記帳,財 産の棚卸,勘 定による情報の収集,複 記,借
方項 目と貸方項目の貨幣による評価,財 務諸表の作成にとっての基礎 となってきたとし,こ うし
た複式簿記を合弁企業にも採用させるとしている。そ して,こ の複式簿記 とそこか ら得た情報に
基づいて,① 合弁企業の財産保全,物 質的,労 働的,財 務的資源の合理的,節 約的利用および財
務規律の管理,② 合弁企業が産出した生産物,遂 行 した作業,提 供した用役の実際原価の算定,
〔2〕4
③合弁企業活動の財務的成果の決定,分 析および経営余力の摘発が可能であるとい う。
しか し,こ うした考えは外国側の参加老にとっては,極 めて甘い見方 と思われるであろう。合
弁企業会計の基礎 として複式簿記を採用す るということは,現 在ではもはや常識のことである。
(27)ソ 連の合弁企業会計システムについて27
複式簿記の採用を強調 しているところに,こ れまで ソ連で企業会計が未発達であったことを端的
に示 しているといえる。企業会計が発達しなかった理由の1つ は,個 々の企業の経営活動に必要
な情報 よりも,む しろ国家全体の国民経済計画の策定と遂行に必要な情報を重視 し,そ のために,
国民経済計算制度の一環として複式簿記を基礎 とした統一会計制度が,個'々 の企業に設置されて
いったか らである。そして企業に設置された複式簿記の会計機構か ら,国 民経済計画のための情
報を得ていたのである。 ここに ミクロ会計としての企業会計は簿記に後退し,企 業の経営活動の
の
ための企業会計が発展する余地はなかったのである。もっとも,ソ 連領内に西側の外国資本の参
加を伴 う合弁企業を誘致する目的の1つ として,先 進資本主義の経営上のノウハウを合弁企業の
経営経験を通して摂取することが挙げ られているので,今 後の合弁企業では,ソ 連の法規を順守
'
しつつ,一 方でこれまでのソビエ ト会計の経験を当分は踏襲 し,他 方で資本主義会計の経験も徐
々に採用されていくことになるであろ う。
2合 弁企業会計に対する指導機関
これまでソ連においては,経 営財産の評価方法,経 理部長の権限と義務,経 理部の組織構造な
どの企業における会計の全般的な諸問題は,ソ 連邦政府によって規制されていた。それ らは,例
えば,財 務諸表については 「会計報告書と貸借対照表に関する規程」で,ま た経理部長に対 して
は 「会計責任者に関する規程」で,ソ 連邦閣僚会議の決定として公布されていた。
またソ連では,企 業が採用する会計方法に対する指導は,ソ 連邦財務省を中心 として行なって
いた。例えば,原 始的証愚書類の保管,勘 定計画(コソテンラーメン)とその適用方法,棚 卸の実施
方法 とその結果の確認方法,会 計報告書の様式 とその記入方法などは,ソ 連邦国家統計委員会の
協力を得て,財 務省によって規制され,そ れ らは会計法規の省令 としてソ連邦財務省の決定で示
されていた。
つまり,ソ 連の企業会計は政府や財務省が承認 した規程によって中央集権的に規制されていた。
この場合,企 業会計 といっても,ソ 連のそれは国有企業の会計を主に指し,国 家が国有企業の会
　
計を全社会的に指導 していたのである。
では,ソ ビエ ト経済にとって全 く新 しい経営 となる合弁企業の会計に対する規制や指導はどう
なるのか。『文献』によれぽ,合 弁企業に対する会計の指導 も,原 則 として,ソ 連邦財務省 に よ
。て中央難 的瞑 施するとしぜ 鷺.し かし,合 弁企業に対 しては,当 該蝶 での会計の実施
と報告書の作成の一連の問題は,合弁企業の設立文書(yqpe雄Te価Hbl銘 八oKyMeHT)に よって自主
的,創 造的に解決でき得るとしている。このため,現 時点では,例 えば帳簿組織,経 理部の組織
構造,会 計書類の回覧法などをどうするかについては,合 弁企業が自ら選定することができるし,
さらに規定の勘定計画の修正,会 計報告書の様式の変更,会 計報告書の分析と承認などを,合 弁
企業縮 ら決定できる,とr文 献』はい〔ξ16したが 。て現 在R弁 企業轍 立する際セ・,当 該
(4)こ の点については,引 用文献 〔24〕を参照。
(5)そ の詳細な点については,引 用文献 〔15〕を参照。
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企業の会計上の諸問題を自主的に決定できることになっている。
もっとも,ペ レス トロイカの進展の過程で,ソ 連邦の政府 と省庁の権限は,各 共和国,州,地
方へ,そ して各企業へと委譲されつつある。 また,既 存の国有企業の脱国家化 ・民営化が行なわ
れる一方で,賃 貸借制企業,株 式会社企業,個 人営業 とその協同組合企業などの各種の経営体が
創出されてきている。 さらに,ソ 連共産党 と政府の分離,真 の三権分立の確立のもとで,各 企業
活動を公正に規制する一連の経済法(所 有法,土 地法,企 業法,賃 貸借法,税 法など)の制定 も行なわ
れつつある。そこで,今 後は,ソ ビエ ト経済における合弁企業の地位は各種の経営体の企業 と共




が会計責任者(経 理部長)で あ り,そ のもとで会計担当者が会計に携わることになる。『文献 』 に
〔2〕6
よると,現 時点では,合 弁企業の会計責任者に対するソ連側の規制はないとい う。だが,r文 献』





とはいえ,1980年 の会計責任者規程はペ レス トロイカ開始前に主 として国有企業のために制定
された ものであ り,その後今 日では,国有企業の企業長などと共に会計責任者は,企 業の上級機関
(省庁)の 任命制に代って,企 業の労働集団の選挙で選出される方向が示 されることなどもあって,
その規程それ自体が古 くなった。そ こで,新 しい会計責任者規程の草案が,既 に1989年 初めに公
〔6ユ
表 されており,い ま討議にかけられている。よって新規程が制定されれぽ,合 弁企業の会計責任
者にもそれが適用されることになると思われるが,そ の際,合 弁企業活動の特殊性をいっそ う考
慮 して,新 規程の弾力的な準用もあ り得るであろう。
〔2〕6-7『文献
』は,合 弁企業の会計責任者と会計担当者について,つ ぎのような内容を挙げている。








⑤会計責任者の任命 と解任は,合 弁企業の会計業務が決着 し,こ れまで実施された会計と作成




⑦会計責任者が不在の ときは,そ の権限と義務はその代理人に委譲し,代 理人が不在のときは,
さらに別の代理人に委譲することとし,こ のことを合弁企業の訓令で公示する。
上記の内容か ら,会 計責任者の職務は合弁企業においてかなり重視されていることがわかると
同時に,外 国の市民 も会計要員 となることができるとしていることは留意すべき点であろ う。
〔2〕7-S
つづけて 『文献』は,合 弁企業の会計責任者の権限と義務をつぎのように列挙 している。まず
会計責任者はつぎのことに対 して義務を持つ とされている。①貨幣資産,棚 卸資産および固定資
産の在高と変化の完全で正確な会計,生産費と流通費の完全で正確な会計,合 弁企業の財務的成果
の完全で正確な会計。②国庫への支払の正確な算定 と適時なその納入,社 会保険,社 会保障の支
払の正確な算定 と適時なその納入。③銀行か らの借入金の返済。④企業活動 と労働集団の社会的
発展に必要な基金への資金の控除。⑤信悪性のある会計報告書の作成および合弁企業の参加者と
ソ連国家機関への会計報告書の規定の期 日までの提出。⑥会計の証愚書類の確認,保全,保 管など。
上記の外に,会 計責任者はつぎのような管理 と分析に対 しても義務を負 う。①商品や棚卸資産
の受領 ・引渡の確認規定の順守,財 務規律の順守,規 定の期 日までの債権の回収と債務の支払に
対する管理。②貨幣資産,商 品や棚卸資産の不当な非使途別な不生産的損失の原因の摘発,財 務
・経営活動で現存法規 と設立文書に違反 した責任者の発見。③棚卸の正しい実施に対する管理。
④会計報告書のデータによる合弁企業の商業 ・財務 ・経営活動の経営分析,合 弁企業の経営活動
改善のための提案の策定。
そして会計責任者は,合 弁企業内の亜部門,部,課 に対 して,つ ぎのような権限を持つものと
されている。①会計にとって必要な証愚書類の確保 と情報の提供。②資源の効率的利用や倉庫運
営の改善のための施策の採用。③貨幣資産,商 品や棚卸資産,そ の他の財産の受入,保 全,引 渡
の方法を順守 しているか どうかの点検。
さらに会計責任者は,つ ぎのような不当な会計を実施した場合,責 任を とらねぽならないとし
ている。①会計を放置 し,歪 曲した会計報告書を作成 した場合。②法規と矛盾 した取引を証愚書
類で誤 って確認した場合。③銀行決済勘定,債 権 ・債務勘定などについての取引を不法に点検し
た場合。
以上が合弁企業の会計責任者の権限 と義務であるが,そ の内容は西側の企業の会計責任者のそ
れ と変るところがな く,責 任者 としての当然の職務を示 していると思われる。ただ,ソ 連ではこ
れまで,さ きに触れたように,国 有企業の会計責任者の権限と義務を政府決定の法規として規定
して きたことから,『文献』では,合 弁企業活動の特殊性を考慮するにしても,そ の準用の 具体
的な内容を合弁企業に提示していると考え られる。
では,合 弁企業においては経理部はどのように組織されるのであろ うか。『文献』によると,




集権的形態 とは,情 報の収集 ・処理,会 計報告書の作成,経 営の管理 と分析などのすべての会
計業務を,企 業内の1つ の亜部門で統一的に行なう形態である。この形態のもとでは,生 産の亜
部門活動に対して会計の亜部門か らの管理が行なわれ,双 方の亜部門間の分業体制ができること
になる。他方,分 権的形態とは,会 計の部課を企業内の各亜部門に配置 し,そ こで一定のサイク
ルで会計業務を実施し,企 業全体の貸借対照表に含まれる個々の会計バ ランスの作成 まで行な う
形態である。 この形態においては,各 亜部門の会計要員が生産の亜部門活動の効率性の引上げ,
管理 と分析に対して強い関心を持つことが条件 となる。そ して折衷的形態 とは,企 業内の比較的
大規模な亜部門のみが個々の会計バランスを作成するか,あ るいは会計の部課が会計業務の一部
(原始的証愚書類め受領と点検,働 ぎ手との決済の計算,亜 部門の管理に必要な情報の分類など)の みを行
な う形態である。
もともとこれ らの3形 態は,ソ 連の国有企業で経理部を組織する際に適用 されていたモデルで
ある。よって,こ のモデルを合弁企業で経理部を組織する際にも応用することを,『 文献』 で は
現在求めているように思われる。
さらに,『文献』は,合 弁企業のための将来の経理部の在 り方として,集 中経理部(ueHTpaπH・
〔2〕9
30Ba珊aH6yxraπTepHH)の 方式があ り得るとしている。それは,い くつかの合弁企業が集まって
グループをつ くり,こ のグループが認めた専門的な会計法人に,そ れぞれの合弁企業の会計業務
を委託する方式である。 この場合,こ の会計法人が集中経理部としての役割を担 うことにな り,
各合弁企業は会計データを集中経理部に提供 し,そ こか ら管理に必要な情報を得ることになる。
この方式においては,会 計の質を高めると共に,会 計業務上の コス トを削減できることになる。
もっともこの集中経理部方式も新しいものではなく,ソ 連では,各 企業に対 して既に奨励 してい
た方式であるが,集 中経理部を国家の機関とせず,職 業会計人か らな:る独立採算制の会計法人 と
⑦
するところに新しい点がある。
ついで,r文 献』は,合 弁企業の経理部に所属する会計担当者の定員について,つ ぎのよ うに
〔2〕9-10
い う。定員は経理部での会計と管理の業務量に応 じて決定される。その際,小 規模な合弁企業で
は,会 計担当者間に会計業務を問題別(nonpe八MeTHOMy)に 一 例えぽ棚卸資産の計算,労 働 と
賃金の計算,原 価計算といった問題別に一 課し,そ れぞれの会計担当者は与え られた会計業務
を会計責任者の直接の指示のもとで執行することになる。大規模 または中規模な合弁企業では,
経理部の組織内をいくつかのセクターやグループに分け,そ れ らに会 計業 務 を 人 別(no刑 ・
He湘oMy)に あるいは機能別(nOΦyHKUHoHaπbHoMy)に 課して,経 理部の業務を 遂行 していく
ことになると。
4合 弁企業の会計原則
周知のように,西 側の諸国には,企 業が会計を処理するに当って基準 となる会計原則が存在 し
(7)経 理部の集権的形態,分 権的形態,折 衷的形態および 集中経理部の 詳細な点に ついては,引 用文献
〔15〕を参照。
(31)ソ 連の合弁企業会計システムについて31
ている。 しかしソ連では,西 側の会計原則に相当するものはなかった。 さきにも触れたように,
これまでのソ連では,会 計の全般的な諸問題や主要な会計方法は,ソ 連邦の政府や財務省などの
決定 として公布されていた。そ して,各 産業部門に所属する企業(主 に国有企業)に 対して,当 該
部門の特殊性を配慮した決定の具体的な適用方法を,規 程,規 則,訓 令,命 令,指 示,書 簡,模
範例として提示していた。 しか も,こ れ らの法規は朝令暮改を繰返 していた。
こうした経過か ら,近 い将来は別 として,合 弁企業のみならず,す べての ソ連企業のための会
計原則を直ちにつ くることは無理であろ う。だが,合 弁企業を設立することになったいま,合 弁
企業会計の原則を明確にしておかねぽならない。そこで,r文 献』は,つ ぎのような合弁企 業 の
〔2〕1(トlI
ための当面の会計原則を提示 している。
①一度採用 した会計方法はみだ りに変更してはならない。採用 した会計方法を変更する必要が
ある場合には,ソ 連邦財務省やその管理局に承諾を求めること。
②会計期間中のすべての取引,財 産,ま た当該会計期間に行なわれた財産の棚卸の結果を正確
に反映すること。会計期間中のすべて収入,生 産費(流 通費)お よび支出は,当 該会計期間の会計
に反映 しなけれぽならない。そして原則 として,そ れ らを相殺 したり,「早期計上」 した り,「延
期計上」した りしないこと。
(8)
③各月初めの総合計算勘定の取引 と残高が,分 析計算のデータと一致 していること。
④会計勘定を開設し,元 帳を作成 し,各 月初めにおける活動成果を解明すること。




真実性,総 額主義,発 生主義,会 計帳簿の作成,収 益的支出と資本的支出の明確化などを ソ連で
も重視 していることがわかる。これ らの原則は,一 連の経済法の体系の中で制定される会計法規
でいっそ う整理され,計 算秩序を示 した会計原則 としていずれ設定されていくことも考え られよ
うが,現 在の ところは,こ れ らの原則の順守が合弁企業会計を正しく実施するために必要なもの
としている。
5原 始的会計証愚書類について
企業に よって遂行された取引はまず証愚書類で確認 され,そ のデータが会計帳簿に記帳される。
このため,ソ 連ではこれまで,こ の原始的証愚書類の作成は会計技法の1つ として重視されてお
り,原 則 として,そ こには信懸性あるデータを反映し,そ れは取引の完了時に適時に作成 されな
(8)こ の場合,総 合計算とは貨幣単位で総括的なデータを提供する計算であ り,分 折計算と密接な闘係を






『文献』では,こ の考えを受継いで,合 弁企業会計における原始的証愚書類に対 して,つ ぎ の
〔2〕11
ような要請をしている。①書類が法的効力を持つためセこは,書 類の名称,作 成 日,取 引内容,取
引の価値的測定と物量的測定,取 引実施の責任者氏名,責 任者の署名があること。②書類が長期
間にわたって保存できるものであること。③書類に記入上の空白がないこと。また不明瞭な訂正
記入がないこと。④貨幣資産,商 品や棚卸資産の受領 ・保全 ・引受に関する法規 と規定の方法に
反する取引を書類で確認しないこと。この種の取引の原始的証愚書類については,訂 正記入にで
きないこと。
電子計算機を採用している企業では,取 引の第一次的データは,紙 の書類ではなく,磁 気テー
プに保管 され る場合がある。その場合,『 文献』によると,磁 気テープも 原始的証愚書類の1つ
として認めているが,そ の際には,上 記の要請の外に,書 類 としての法的効力を磁気テープに付
〔2〕12
与する条件を定めた規程を順守することとしている。
さらに 『文献』は,合 弁企業のすべての原始的証愚書類,帳 簿,会 計報告は,原 則 として,ロ
シア語で作成 されるとしている。ただ し,設 立文書において定めた外国語 も,ロ シア語 と並んで




原始的証愚書類,帳 簿,会 計報告書は保存 されなけれぽならない。この点について,『文 献』
では,ソ 連の現行規程に従 って,合 弁企業の年度会計報告書は永久に,元 帳 とその他の主要帳簿
は5年 間,補 助簿 と原始的証愚書類は3年 間それぞれ保存 されなけれぽならないとしている。 ま
た 『文献』は,ソ 連邦 と連邦共和国の現行の刑事訴訟法に従って,合 弁企業の原始的証愚書類,
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帳簿,会 計報告書は没収されることもあ り得るとい う。
6勘 定システムについて
原始的証愚書類によって確認 された取引は,勘 定計画(コ ンテンラーメン)に配置されている諸勘
定に反映 される。 これまでの ソ連の勘定計画は,す べての産業部門における企業活動を反映する
ために,全 社会的規模 で策定 されてきてお り,そ の現行のものとしては,1985年3月28日 付で ソ
連邦財務省によって承認された統一勘定計画がある。『文献』では,合 弁企業によって遂行 され
る取引は,こ の現行の統一勘定計画に配置されている諸勘定で示す としている。そして,統 一勘




ところで,企 業の経営活動を反映し,会 計システムの組成を規定する会計勘定の体系的,組 織




が配置 され,そ の枠外にバランス外勘定を示したもの となっている。そして,配 置 されている諸
御 定にはそれぞれ整理番号が付与されているが,経 済改革に応 じた企業の新 しい経営活動のため
の取引の発生に備えて,あ らかじめ空白の整理番号を設け,そ こへ新 しい勘定をいつでも配置で
きるようにしている。
そこでr文 献』では,現 行の統一勘定計画を採用する際にも,合 弁企業は,空 白の整理番号を
復活 させて,そ こへこの企業の特殊な経営活動を反映させるための新規の総合勘定を,ソ 連邦財




る通貨はソ連のルーブルである。ただ し,外 貨による支出などがある合弁企業にとっては,外 貨
に換算 したルーブル貨額による記帳と実際に支出した外貨額による記帳 も行なうことができると,
⑩
『文献』はいう。そ してこうした方法セ,合 弁企業の経営活動を単一のルーブル貨額で測定 で き
〔2〕13
ると同時に,実 際に支出した外貨額の変動をも管理できるとしている。
ここで,r文 献』が紹介 している合弁企業,と りわけ工業部門の合弁企業で現在採用でき得 る
勘定計画を示すと,表1の ようになる。
表1の 合弁企業の勘定計画は,1985年 の統一勘定を基礎にし,こ れ まで空白であった場所に新
しい勘定を配置 して策定されたものである。
表1工 業の合弁企業の勘定計画
総合齪 の名称と翻1蹴 に よ ・ て 収 集 ・ れ ・ 情 報




08部 品 在 庫





非物質的資産(土 地,水,そ の他の天然資源,建 物,構 築物,設 備の利用
権およびその他の財産権)の 在高と変化
区分 皿 生産用在庫






⑨ バランス外勘定 とは,企 業のもとに一時的に存在するが当該企業のものでない資産を計算す るための
〔3〕81勘
定である。例えば,そ のような資産として賃借固定資産などがある。
OO例 えば,合 弁企業の社員の出張費として総額1,600ル ーブルの現金を支出した とする。その内訳とし
て,ソ 連領内に出張する社員に600ル ーブル,外 国へ出張する社員にソ連邦ゴスバンクの公式為替 レー ト
で1,000ル ーブルに相当する1,566米 ドルを,そ れぞれ前払 したとする。 この取引の場合,1,600ル ーブ
ルをソ連ルーブルで,同 時並行 して1,566米 ドルを外貨で,そ れぞれの当該勘定に記帳する。
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12少 額 迅 速 消 耗 物 品
13少 額迅速消耗物品の磨損
14商 品 ・棚卸資産の再評価
20基 本 生 産
23補 助 生 産
24機 械 ・設備の維持稼動費
25一 般 生 産 費




31次 期 以 降 の 費 用
40完 成 生 産 物










???ー ?? ? ?? ?
「会計報告書と貸借対照表に関する規程」で流動資産とされる労 働 手段
(価額と関係なく1年 以内に使用済となる客体;耐 用年数 と関係なく単位
当 り取得価額100ル ーブル以下の溶 体;価 額に 関係ない 特別の 器具や装
置;価 額 と耐用年数とに関係ない特別の衣裳 ・衣服や履物など)の 在高 と
変化
稼動中の少額迅速消耗物品の磨損の変化
規定の手続で行なわれる商品 ・棚卸資産の:再 評 価 からの差額(減 価,増
価)
区分 皿 生 産 費
基本生産費つまり当該合弁企業の設立 目的である生産物(作 業,用 役)の
生産費
合弁企業の主要活動を補助するための(例 えば運送サービス,固 定資産の
修繕,特 別の器具や装置の調達,各 種エネルギーの供給の)生 産上の費用
基本生産 と補助生産の亜部門における機械 ・設備の維持稼動費見積の執行
(経営内の機械 ・設備,運 送手段の維持費;設 備の減価償却費;少 額迅速
消耗物品の磨損補償費)




構築物の維持費,管 理上の費用,郵 便 ・電話 ・電信料など)
生産上の仕損額
合弁企業のサービスの生産と経営において,生 産物の産出,遂 行 した作業
と用役に関係づけられる費用(例 えば住宅 ・公益経営,副 業 としての農業








生産物の実現(販 売)に 関係する費用(倉 庫での完成生産物の包装,荷 造
の費用,生 産物の宣伝費など)
得意先に発送または提供した完成製品、遂行した作業および与えた用役の




50現 金1現 金の在高と変化(ソ ピェ トルー勉 鰭 ルーカL外 貨)













61前 払 金 の 決 済
62得 意先および注文主 との
決済
63ク レームに関 す る決 済
68国 庫 と の 決 済
69保 険 に 関 す る 決 済










81利 潤 の 利 用
82利 潤と基金による銀行信
,用 の利用
83次 期 以 降 の 所 得
84資 産の減耗および殿損に
よる損失
85定 款 基 金
86減 価 償 却 基 金
88特 別 使 途 基 金
89当 座費用および支払の準
備金
90銀 行 の 短 期 貸 付 金

















報告によって合弁企業へ支払 う金額についての合弁企業の働 き手 との決済
貨幣資産 と商品や棚卸資産の不足分,窃 取についての責任者との決済,ま
た合弁企業に与えた損害の賠償についての責任者 との決済





























バ ラ ン ス 外 勘 定
lll難 額 殿 剰講 欝 欝 墾響纏 碁器 襲暮慧 憂の支払がな、再、
36『 明大商学論叢』第74巻 第1号(1991年7月)(36)
いる商品や棚卸資産









(筆者注)こ の表に示された勘定の外に,ソ 連邦財務省は合弁企業会計の個々の分野(例 えば,減 価償却,投 資,融 資,
外貨建取引,賃 貸借など)の 会計処理と,そ の際に採用される勘定を,今 後,逐 次示すことを予定している。最:近,ソ連
邦財務省から示され表1に ない勘定を挙げると,つ ぎのようになる。33「基本投資」勘定,41「 商品」勘定,44「流通費」
勘定,54「 基本投資資金に関する銀行勘定」勘定,58「 財務投資勘定」。〔9〕
もっとも,ソ 連 ではこれ までの70余 年 間に,統 一勘定 計画は必要 に応 じて9回 も改訂 され て き
ω
ている。 しか も,ペ レス トロイカのもとで,合 弁企業以外に新 しい各種の経営体が創出されてき
てお り,こ れ らの企業でのこれまでにない取引を把握するための新 しい勘定も必要となってきて
いる。そこで,1985年 の統一勘定計画もいずれ改訂 されていくことになると考え られる。 しか し
現時点では,r文 献』は,表1の ような勘定計画を利用することによって,合 弁企業の取引が把
握され,そ の財政状態と経営成績が反映 され,合 弁企業への参加者にとって必要な情報を得るこ
とができるとい う。
7生 産費 ・流通費について
これまでソ連では,生 産費と流通費 とを構成する費用は,生 産物(作 業,用 役)原 価の計画化,
計算および算定に関する規程あるいは国民経済の各部門の ソ連国有企業に対するその関連文書に
よって規定 されていた。 このため,『文献』では,合 弁企業の生産費 と流通費もそれに準 じて 決
定 されるとしている。その際,設 立文書に従って,合 弁企業が工業活動 と商業活動,工 業活動 と
建設活動,研 究開発活動 と生産活動といった2つ 以上の活動を同時に行なうときには,こ うした
合弁企業の生産費と流通費は,当 該企業が主要な活動として認めたその活動のために制定・された
規程に基づいて決定 した り,あ るいは,当 該企業が行な うすべての活動のために制定された諸規
〔2〕14-15程
に基づいて決定するとい う。
この場合,工 業企業(npoMbl田 πeHHoe叩e如pK解He)の 合弁企業を例にとれぽ,生 産物の原価
には,生 産過程で消費された原材料,燃 料,エ ネルギー,労 働,固 定資産の費用,ま た生産物の
生産 と実現のためのその他の費用が含まれる(図1を 参照)。
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工業生産物の生産費には,つ ぎのものも含 まれる。①生産準備費(天 然資源の調査 ・探索活動費,
試掘費,採 取工業部門の準備活動費,新 生産物の生産習熟費など)。②生産物の生産に直接関係 した 費
用,生 産技術のための費用,管 理費を含む生産の組織化のための費用。③生産過程でなされる生
産技術 と生産組織の改善費(資本的支出を除く),生 産物の品質改良,性 能向上,耐 久性引上げの費
用など。④販売費。
また,『文献』は,研 究開発活動(Hay朋a兄 八e解e』bHocTb)をする合弁企業を例に挙げて,こ の
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用す る技術の研究費,試 作費π事務処理費など。②外国と国内からの科学技術文献,情 報データ
の収集と研究の費用,特 許権の開設費,研 究調査問題 とその選択肢に関する要覧の作成費,作 業
遂行方法の組成費,技 術的経済的基礎の研究費。③設計費,作 業文書作成費,試 作見本の製作費,;
試作見本の実験費,組 立,解 体の費用,そ の他の実験上の費用。④試作作業と実験の費用,研 究





ところで,こ うした費用項目の うち,若 干の説明を要するもの は固 定資 産 の減 価償 却控 除
(aMopTH3auHoHHoeoTqHcπeHHe)で あろ う。既Y`今 日では改訂が予定 されて い る が,ソ 連には
1975年 から採用されている現行の減価償却規程 と統一償却率がある。『文献』によると,合 弁 企
業は減価償却政策を自主的に決定できる権限を持つ としている。その際,合 弁企業は,ソ 連の国
有企業に対 して指示している現存の償却方法を順守するか,そ れ とも,合 弁企業の設立文書で規
⑫1975年 の減価償却規程と統一償却率を初め として,ソ 連における減価償却については,引 用文献 〔10〕,}
〔11〕を参照。
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定 した適応の償却方法に従 うかのいずれかが可能であるとい う。前者の場合には,ソ 連政府が国
有企業に示している統一償却率で,定 額法による減価償却を行なうことになる。後者の場合には,
設立文書で自主的に規定 した償却率で,加 速償却法を含む任意の減価償却控除を採用することが
できる。そして,合 弁企業内に累積 された減価償却基金に,固 定資産の更新のために利用しなけ
〔2〕!7
れぽな らない。
なお,『 文献』は,合 弁企業の活動の特殊性と生産物の生産と販売に直接関係するつぎの費 用
〔2〕17-19
も,生 産 と流通の費用となるとしている。①合弁企業の財務 ・経営 ・商業的活動の監査に対する
監査法人への支払。②会計処理,財 務の内部統制,納 税,・貿易取引,合 弁企業の経営改善につい
ての職業団体か らの コンサルタントに対する支払。③合弁企業に提供 された銀行サービスに対す
る手数料,通 信費など。④市場調査費,製 造する生産物,遂 行する作業,提 供する用役の宣伝費。
⑤ ソ連領内や外 国で開催される見本市への合弁企業の参加に係わる費用。⑥合弁企業の輸出入取
引に係わ る費用。
そ して生産物(作 業,用 役)の 生産上の費用は図2の ような記帳 となる。 この記張手続は,お よ
そ生産過程は体制を異にしても同一であることか ら,資 本主義会計のそれ と原則的には同 じであ
⑬
るだけでなく,こ れまでの ソ連会計のそれ とも同 じである。
8損 益計算 についで
合弁企業活動 の財 務的成果 は,会 計上の利潤(叩H6bMb)ま たは損失(y6HTOK)と な ってあ らわ
れ る。r文 献』 では,生 産企業 の合弁企 業においては,そ のバ ランス利潤(計 上利潤)の 総額 は①
生産物,作 業,用 役の実 現か らの利潤,② その他の実現か らの財務的成果,③ 実 現外か らの所 得
〔2〕19-21,
か らなる とし,つ ぎの よ うに解説 して いる。
生 産物,作 業 お よび用 役の実現か らの利潤 は合弁 企業の利潤の主要 な部分 となるが,こ の利潤
は生 産物,作 業 および用 役の実現 に よって得た総所 得(Ba船B砿 八OXOの と,そ れ らの生 産 と販 売
に要 した実際 の費用(3aTpaTa)と の差額 として算定 され る。 当然 の ことなが ら,こ の差額がマ イ
㈹
ナスであれぽ,合 弁企業は損失となる。
生産物を国内市場で販売する場合には,製 造企業の決済勘定あるいはその他の勘定に,販 売 し
た生産物の代金全額が振込 まれれぽ,得 意先へ送 った完成製品は実現 した もの と認識する。また
製造企業において得意先が生産物を直接引取るときには,納 入の条件や契約が証愚書類で確認 さ
れ,生 産物が搬出され,そ の支払が終 ったならば・生産物は実現 したもの と認識する。
その他の実現からの財務的成果は,企 業にとって不要な財産の売却,生 産活動以外(非 工業的
⑱ なお,ソ 連における原価計算については・引用文献 〔12〕を参照。
⑯ 資本主義会計においては・収入と支出 収益と費用・原価 利益 損失などの用語は・一定の理論的
基礎を持つた概念として利用されている。 しかし・ ソ連会計ではこれまで.こ れ らの用語の理論的解明
とその概念規定は不充分であった。そこで本稿では,収 益または収入に相当する 双OX叫 を所得(内 容
からみて収入と理解でき得るときには収入)と.し,pacxo氏 を支出,3aTpaTaを 費用,ce6ecTo脳ocTb
を原価,利 益に相当す るnPH6H価 を利潤,y6blTOKを 損失とい う訳語をあてている。
(39)ソ 連の合弁企業会計システムについて39
図2生 産費の計算
借 材 料 貸 借 生 産 貸 借 完成生産物 貸




















性質)の 用役の販売,取 得 したエネルギー ・燃料 ・水資源を別の企業への 提供などか ら得た利潤
(または損失)を指す。
国内市場での生産物の販売か らの損益,ま たその他の実現からの損益は,「 実現」勘定で つ ぎ
のように算定される。この勘定の借方には,「積送商品,遂 行 した作業および用役」勘定の 貸方
か らの実現 した生産物,作 業および用役の実際原価,ま た 「生産外i費用」勘定の貸方か らの実現
した生産物,作 業お よび用役の生産外費用をそれぞれ借記し,「実現」勘定の貸方には,実 現 に
よって得意先か ら受取った代金(売 上高)を 貸記する。そして,「実現」勘定の貸方残は利潤 として




れぽ,得 意先へ送った完成製品は実現したものと認識する。 こうした販売か らの損益は,「実現」
勘定でつぎのように算定 される。 この勘定の借方には,得 意先へ積送 した生産物の実際総原価を
借記 し,そ の貸方には,銀 行へ送付されてきた積送 した生産物の決済証愚書類の金額を貸記する。
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失)で あ り,そ れは,不 良契約 として処理 して既に損失 として消去した契約金の入金,当 期に判
明した過年度の損益,受 取利息,有 価証券やその他の資金投資か らの所得(損 失),為 替差損益,
不良債権の消去額,自 然災害か らの損失などである。これ らの所得(ま たは損失)は 『損益』勘定
に直接記入される。
また,『 文献』は,商 業企業(ToproBoenpe期p雌He)の 合弁企業の利潤について,つ ぎのよ う
〔2〕22
に説明している。この企業の損益には,純 粋の営業取引上の所得,実 現外の所得,支 出および損失
が含まれ る。純粋の営業取引上の所得(畷cTb1曲onepa叩oHHbl員 加xo八)と は,商 品(生 産物)の 実
現か らの総所得 とこの商品(生 産物)の 流通費 との差額であ り,そ れは 「実現」勘定において示 さ
れる。総所得は 「実現」勘定で算定されるが,そ の際,こ の勘定の貸方には実現 した商品(生 産
物)の 販売価額を貸記 し,そ の借方には実現 した商品(生 産物)の取得価額を借記することになる。
以上が合弁企業の損益計算であるが,そ の解説か ら資本主義会計上の営業利益,営 業外損益,
特別損益などに相当する損益の区分,ま た実現主義に相当する所得の認識基準などを強調してい
る点は,留 意 しておく必要があろ う。
ところで,算 定 された利潤は処分 されていくことになるが,『文献』によると,合 弁企業 の バ
(41)ソ 連の合弁企業会計システムについて41
図4輸 出による生産物実現の成果の計算



























考慮して作成される設立文書で確認 した方法によって処分されるとしている。 このため,利 潤の
処分は ソ連の一般の企業のそれに準ず ることになるが,合 弁企業の特殊性を示 した利潤の処分は
最終的には設立文書で確認 した方法で行なわれ ることになる。この場合,普 通,合 弁企業におい
ては,バ ランス利潤は,将 来の企業活動や労働集団の福利厚生のための予備基金やその他の基金,
銀行か らの借入金に対する支払利子,利 潤に対する税金,定 款基金(資 本金)の 補充,他 企業の定
款基金への出資などに利用 されることになる。そして,上 記の諸項 目のために利用 された後に残
った利潤が,合 弁企業の参加者間に配分される。 また,も し当期の損益計算において損失となっ
た ときには,損 失はこれ までに積立てた予備基金を取崩 して補填 される。その際,こ の予備基金
が不足するときには,当 期の損失は次期に繰越され,次 期の利潤か ら補填 され る。損失を繰越す




.まず,合 弁企業の理事会で一連の会計報告書が承認されるまで,当 該企業の財務的成果 とその利
用は,「損益」勘定と 「利潤の利用」勘定にそれぞれ示される。そして当期末の貸借対照表 にお
いて,そ の貸方に当期の利潤額,そ の借方に設立文書で確認 された利潤の処分額がそれぞれ表示
42『 明大商学論叢』第74巻第1号(1991年7月)(42)
される。その後,会 計報告書が理事会で承認 された後に,貸 借対照表は改編(peΦOPMaU朋)さ れ
る。つ まり,財 務的成果 とその利用が正確なものと認められると,処 分 され る利潤額は「損益」勘
寒 に借記 され,「 損益」勘定と 「利潤の利用」勘定は締切 られ,貸 借対照表か ら当期の利潤 額 が
〔2〕23消
え る こ と に な る 。
9棚 卸について
これまでソ連では,会 計の信悪性を保証するために,す べての勘定科 目の記帳額をその実際額
　と照合す






普通,資 本主義会計における棚卸は,主 として流動資産を対象として行なわれる。だが,ソ 連
では棚卸はすべての勘定科目に対 して行なわれてきた慣習か ら,こ の棚卸は固定資産,基 本投資,
未完成基本投資,固 定資産の未完成修繕,仕 掛品,商 品,資 材,貨 幣資産,有 価証券,証 愚書類,
決済などの貸借対照表上の諸項 目に対 して,さ らに賃貸借中の資産に対 して行なわ尭砦。





棚卸は,年 度会計報告書を作成する以前に行なわれるが,そ れ以外にも,例 えば担当責任者が




とを合弁企業に薦めている。①固定資産Y'つ いては,当 該会計年度の11月1日 までに棚卸をする。
ただ し,建 物,構 築物お よびその他の不動産については,2～3年 に1回 の棚卸で良い。②基本
投資については,当 該会計年度の12月1日 までに棚卸をする。③原料や資材,仕 掛品と自家製造
半製品,倉 庫にある完成製品については,当 該会計期間の10月1日 までに棚卸をする。④決済勘




さきに触れたように,棚 卸を実施するためには,合 弁企業内に棚卸委員会がつ くられる。これ
⑯ その詳細な点については,引 用文献 〔10〕.〔11〕を参照。
Oり その外に.貨 幣資産については,と くに時期を定めず不意に任意の時点で,棚 卸を行な うこともでき
る。
(43)ソ 連の合弁企業会計システムについて43
はこれまでのソ連では慣例 となっていることであるが,『文献』によると,こ の委員会はつ ぎの
ように構成されるとしている。委員は,管 理部の代表者,経 理部の会計担当者,そ の他の専門家
(技師 ・技術者,経 済担当者など),さ らに社会の代表者であ り,こ れらの委員は企業長によって任





整 され,棚 卸終了後の月次の会計 と報告書に反映 されねぽならないとしている。
10財 務諸表について
会計報告書の特色
ソ連では,一 定の会計期間(月間,四 半期 年間など)に おける種々の営業活動を示すものは,一




『文献』によると,ま ず,合 弁企業の会計報告書の特色をつぎのようにいっている。合弁 企 業
の財政状態,経 営成績を正確に反映 し,将 来の企業活動の改善と発展のために,事 前に分析でき
るデータ(資産の在高,構 成,変 化;銀 行信用の状況,そ の効率的運用;債 権 ・債務の比率と変化;企 業の
支払能力;損 益額;資 金の調達と運用など)を 示 したものでなければならない。 また,合 弁企業の経
営上の意思決定(新 製品の開発,生 産,販 売;設 備投資,価 格決定など)に 必要なデータを提供するだ
けでなく,会 計報告書は,銀 行,仕 入先 ・請負主,得 意先 ・注文主などに合弁企業の信用能力,
収益力の情報を,合 弁企業の参加者とその設立者,ソ 連の行政機関に企業活動の現況 と将来の発
展の評価に必要な情報を,そ れぞれ提供 しなけれぽな らないとし,資 本主義会計上の財務諸表に
対する理解 とほぼ同じような説明をしている。
ところでソ連では,会 計報告書の作成原則は,こ れまで ソ連邦政府によって承認 された規程で
定め られていた。その現行規程としては,1979年6月29日 付で承認 された 「会計報告書と貸借対
照表v'関 する規程」がある。r文 献』によると,現 時点では,合 弁企業が会計報告書を作成 す る
際には,こ の現行規程に準ずるとしているが,合 弁企業の活動の特殊性を配慮して,既 に,1988
年5月3日 付の ソ連邦財務省 とソ連邦国家統計委員会の書簡によって定められた原則で,合 弁企
業の会計報告書は作成 されることになるとしている。その書簡では,会 計報告書の様式,個 々の
資産の評価方法,金 額の照合方法,報 告書の提出期日と提出先,報 告書の訂正方法 と点検方法な
〔2〕26
どが定められている。
とはいえ,1979年 の規程はペ レス トロイカ開始前に制定 されてお り,そ の後,既 に言及 したよ
うに,国 有企業の脱国家化 ・民営化や新 しい諸経営体が生れつつある。このため,1979年 の規程
は古 くなってきており,そ れに代る新 しい規程の草案が既に1989年 の初めY`公表 されてお り,現
44『 明大商学論叢』第74巻第1号(1991年7月)(44)
ロユ在
,討 議されている状況にある。よって,1979年 の規程に準 じて公表 された1988年 の書簡それ 自
体 も,緊 急避難的に作成されたものと思われる。そ して近い将来,一 連の経済法の体系の中で会
計法規 も整備 されてい く過程で,合 弁企業の会計報告書 とりわけいわゆる財務諸表の作成原則 も
より明確になっていくことになろう。
財務諸表 の種類
現時点で は,『 文献』に よる と,合 弁企 業は,西 側 の企業 の財務諸表 に相当する年度会 計 報 告
書(roAoBo賄6yxra』TepcK曲oTqeT)として,① 貸借対照表(6yxraπTepcK哺6aπaHc),② 損益計算
書(oTqeTonpH6H朋xNy6blTKax),③会計報告明細 書(叩H刀o}KeHHeK6yxraπTepcKoMyoTqeTy),
④会計報 告説 明書(06珊cHHTeπbHaH3anHcKaK6yxraπTepcKoMyoTHeTy)を作成 しなけれぽな ら
し　コ　　
ない とい う。 そ して,こ れ らの報告書 を企業外部の機関 ・組織 に提 出 しなけれ ぽな らない とし,
〔2〕27
つ ぎの よ うな解説を して いる。
まず,ソ 連 領 内に設 立 され るすべて の合弁企業に とっては,ソ 連邦財務省 とソ連邦 国家統 計委
員 会の定 めた様式 と手 続に よって,年 度会計報告書を作成す るこ とが義務づけ られ る。 そ して個
々の場合 に,合 弁企業 の活 動の特殊性を配慮 して,そ の 内容の若干の変更が上記の財務 省 と統計
委員 会の許可 を得て認 め られ,ま た合弁企業の参加 者の特に要望す る情報を報告書へ追加す る こ
とも,す べての参加者の同意が得 られれぽ認 め られ る。
そ して,作 成 された年度会計 報告書は,全 般管理 責任者 と会 計責任者の署名,合 弁企業の印が
必要 であ り,企 業 内に 監査 委員会 があ る場合には,そ の点検を受 ける ことにな る。
なお,年 度会計報告書以外 の四半期会 計報告書な どの様式 と作成 は,当 該 合弁企業の営業内容
に応 じて,そ の企業の参加 者が設立文書 に明記 して 自ら定 めるこ とがで きる。 もちろん,経 営意
思決定や経営 管理 に必要 な内部会計報告書 の様式 と作成 は合弁企業 で決定 でき,そ の報告書か ら
のデ ータは理 事会,管 理部,企 業 内の部 課で計画 と管理の ために利用 され る。
貸借対照表
合弁企業は,自 己の財政状態を明 らかにするために,一 定時点における合弁企業の資産の運用
形態を借方(aKTHB)に,そ の財源形態を貸方(naCCHB)に それぞれ表示 した貸借対照表を,財 務し　　
諸表の1つ として作成 しなけれぽな らない。『文献』によると,こ の 貸借対照表の 様式は表2の
ようになる。
貸借対照表は統一勘定計画に配置されている総合勘定とその補助勘定のデータを基にして作成
され るが,こ の場合,『文献』は貸借対照表上の個々の項 目の 評価額を つぎのように説萌ど慧謬
る。①基本投資一支出の実際額。②建設が完成した建物 ・構築物;据 付けられた設備;取 得価額
を高めて客体を拡張 ・再装備 し終った作業一設備の搬入費,組 立費,据 付費を含んだ,す べての
実際生産費総額。③組立を必要 としない設備など(運送手段,移 動可能な機台,農 機具 ・用具,建 設機
械など);組 立を必要とし恒常的に予備を持つ設備;器 具と什器(法 規で流動資産として取扱われるも
(45)ソ 連の合弁企業会計システムについて45
表2合 弁企業の貸借対照表19× ×年1月1日 現在
借 方i貸 方


















































と補助材料;燃 料;購 入半製品と購入製品;在 庫品;包 装資材など一運送費などの付随費用を含
んだ実際原価。⑦仕掛品一実際原価。⑧固定資産の未完成修繕作業一実際費用額。⑨完成生産物
一実際生産原価(生 産過程で消費した原材料 燃料 エネルギ ,ー労 働力,固 定資産の費用)。 ⑩積送商





貸借対照表項 目のこうした評価方法は,資 本主義会計上の取得原価主義 とほぼ同 じ方法である
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といえ る。そ して,貸 借対照表 の作成 に際 しては,市 場 価格の変動 は原則 として考慮 され ない の
で ある。 ただ し,『 文 献』 に よれぽ,資 産の取得価額 の修正 は規定 され た方法 で行 なわれ,ま た
⑱
固定資産のそれは当該客体が拡張 ・再装備 されたときに行なわれるとしている。
また,『文献』によると,当 期中に支出されたが,そ の補填を次期以降までも行なわれ る支 出
は,貸 借対照表に計上するとしている。そしてこれ らの支出として,新 しい生産,職 場の習熟費、i
採鉱の準備費などを挙げ,習 熟費などについては2年 以内に,採 鉱準備費などについては鉱業の
採鉱期間中に,そ れぞれ生産費または流通費で補填するとしている。 こうして,多 分に,資 本主
〔2〕30
義会計における繰延資産の会計処理に相当するものが認められている。
さらに,『文献』によると,資 本主義会計上の引当金に相当するものについては,つ ぎの よ う
〔2〕31
に説明している。すなわち,何 らかの予定される費用 と損失を補填するために,生 産費 または流
通費による準備金の設定は,現 行法規で指示 されたもの,あ るいはソ連邦財務省でとくに認め ら




算書を,財 務諸表の1つ として作成しなけれぽならない。『文献』Y`よ ると,こ の損益計算 書 は
表3の よ うになる。 この様式は工業企業の損益計算書であるが,い ずれにせ よ,損 益計算書は統
表3合 弁企業の損益計算書
1.生 産物の実現からの財務的成果

































注1.こ れ らの基金へ の積立 と取 崩の方 法は合弁企業 の設立文書で定 める。
注2.利 潤か らの,過 年度 の損失の補填,他 の合弁企 業の定款基金へ の拠 出が ある。
(出所)〔2〕32
一勘定計画に配置 されている 「実現」勘定,「損益」勘定などのデータを基にして作成さ れ る。
なお,過 年度の取引に関連した損益であったにもかかわ らず,当 年度に判明した損益は当年度の
〔2〕31
損益 として処理される。 〔2〕31
また,合 弁企業は,損 益計算書と共に,獲 得 した利潤の配分方法を示 さなけれぽ な らな い。
『文献』によると,資 本主議会計上の利益処分計算書に相当し,合 弁企業の理事会での承認 を必
要 とする利潤配分書(cBe八eHHeopacnpe八eπeHHH叩H6H朋)は 表4の ようY'なる。 この利潤配分
は,合 弁企業の参加者への利潤の配分を除 くと,こ れまでのソ連における国有企業の利潤配分と
⑬




『文献』によれば,会 計報告明細書 とは,貸 借対照表と損益計算書に表示された個々の項 目を
詳細に解説 したものであって,そ れは,企 業外部の人び とに,合 弁企業の財政状態 と経営成績の
〔2〕32




他方,会 計報告説明書とは,当 該会計期間中の合弁企業の営業活動や財務 ・経営活動,そ の財
〔2〕33
産状態などを分析 したデータを解説したもの としている。 このため,会 計報告説明書には,合 弁
σ9ソ 速め国有企業における利潤配分については,引 用文献 〔19〕を参照。
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さ らに,『 文献』に よると,諸 合弁企業 の企業集団 の財政状態 と経営成績 を示す 総合会 計 報 告
書(cBo八Hb甫6yxra刀TepcK曲oneT)を作成す るこ ともで きるとして いる。 この企業集 団を形 成
す る もり は,①1つ の合弁企業 と独 立採算制で活動 してい る そ の 会 社(ΦHPMa),② ソ連 の組 織
くフ
会社)と 外国の組織(会社)が 参加 している若干の合弁企業,③1つ の主導的な合弁企業とそのも(
とで活動する多数の合弁企業を挙げている。そして,こ れ らの合弁企業集団は,こ れまでみてき
た年度会計報告書の様式 と内容に準 じて,総 合会計報告書を作成することになるとしている。 ま
た,こ の総合会計報告書は,ソ 連政府によって許可された場合のみ,課 税のために利用 される。
その際,1つ の合弁企業の損失を他の別の合弁企業の利潤で補填した り,総 合会計報告書上の利
〔2〕33潤
か ら税金を支 払 うこ とが で きるとい う。
だ が,現 在 の ところ,総 合会 計報 告書の意義は,そ の様式 と内容 と共 に,定 か でない。 それ は
ソ連 での合弁企業 が発展 してい く中で,今 後,徐 々に明 らかに なって い くこ とであろ う。
11会 計監査について
〔2〕34
合弁企業Y'よ って作成 された年度会計報告書は監査を受けなけれぽならない。r文 献』に よれ
ば,合 弁企業に対 して,そ の租税目的のために,年 度会計報告書はソ連の独立採算制 監 査 組 織
(coBeTcKaHxo3pacqeTHaHayAHTopcKa月opraHH3aHH的 か ら年度監査を受けることを義務づけてい
る。 これ までのソ連では,国 有企業が作成 した年度会計報告書は,当 該企業の所属する上級機関
(省)へ 提出されて,そ こで監査されていた。こうした官庁内監査に代るものとして,現 在 ソ連で
は,い わゆる公認会計士制度をつ くり,そ の公認会計士がいわゆる監査法人を設立して,そ こで
〔22〕,〔26〕
年度会計報告書を監査 させ ようとしている。そこで,『文献』でい うところの独立採算制監 査 組
織 とは,こ の監査法人を指すもの と考えられる。
r文 献』によると,独 立採算制監査組織による年度会計報告書の監査の主要な内容 として,①
会計の前提条件 と作成した会計報告書の内容 とが一致しているかどうか,② 現行の会計法規と合
弁企業の設立文書の規定を順守 して,財 務上の問題が処理 されているかど うか,③ 会計データが
〔2〕34
実際の内容 と一致しているかどうか,が 点検されなけれぽならないとい う。
こうした監査を行なうに際 して,合 弁企業は,監 査人の要請に応 じて,会 計上のすべての証愚
書類を提供しなければならず,現 金残高を示したり,商 品や固定資産などを棚卸した りしなけれ
ばならない。そ して,こ うした点検がなされた後に,合 弁企業の年度会計報告書の信愚性につい
〔2〕34
て の監査報告書(ay八HTopcKoe3a即 納eHHe)が,監 査人に よって作成 され るこ とになる。
監 査報告書 は,合 弁企業 の利潤 に対す る税金を徴収す る財務機関へ提 出 され る。 このため,独
(49)ソ 連の合弁企業会計システムについて4g
立採 算制監査組織 は,次 期会計年度 の3月15日 までに監査を行 な う必要が あ り,監 査報告書を監
〔2〕34面査
の実施 日か ら10日 以 内に合弁企業 へ提 出 しなければな らない として いる。
以上の よ うないわゆ る外部監査の外 に,『 文献』では,内 部監査 に相当する監査は,設 立 文 書
でその方法を決め ることが できる としてお り,こ の内部監査に携わ るもの として,コ ン トローラ
〔2〕35一,監 査役 または監査機関 な どを挙 げてい る。
12財 務諸表の提出期日と提出先
さきにも触れたように,合 弁企業の年度会計報告書は,次 期会計年度の3月15日 までに,所 定
の提出先に渡す必要があり,そ れに違反 した場合には,合 弁企業の管理部は責任を負 うことにな
.〔2〕35
る。
r文 献』は,年 度会計報告書の提出先として,合 弁企業の ソビエ ト側参加者と外国側参加 者 の




動成果を調査し,銀 行施設は信用の供与条件,返 済能力および信用使途 目的を分析することにな
る。 これら3つ の国家管理機関以外のソ連邦の機関,ま た社会的機関か らの会計報告書の請求に

















⑳ 既にソ連では,株 式会社INAUDIT(HHay畑T)が,モスクワで合弁企業に対する監査 と会計上のコ
ンサルタント・サービスを有料で開始している。この会社の主要な業務は,① 監査業務 ②経営活動改
善策の策定,③ 税務,会 計の在 り方,財 務管理などに対する助言と援助である。
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もっ とも,合 弁企業は,将 来の発展 のために,自 己の企業活動 を宣伝 し,そ のため に財政状態
の結果 や経営成績の成果,そ の安定性 と見通 しにつ いての情報 を,現 にパ ー トナ ーとなってい る
ものや潜在 的 なパ ー トナ ーに対 して,年 度会計報告 書 を通 して示す こともで きる。 そ して また,
合弁企業で働いている当該労蝶 団に対 しては,情 熱 提供 しな肋 ぽならないとJl〕3E。
こうした合弁企業の年度会計報告書の提出期日,提 出先,提 出方法などを規制す る こ とは,
r文献』によると,な によりも合弁企業の外国側出資者とソビエ ト側出資者の双方の利益を保 証
す ることにあるとしている。だが,こ の会計の開示の問題は,た んに合弁企業のみの問題ではな
く,ペ レス トロイカのもとで創出されつつある新しい各種の経営体にとっても問題である。 した
が って,こ の問題も,一 連の経済法の体系の中で会計法規が整備されていく過程で解決され,ソ




既に言及 したように,合 弁企業における会計上の諸問題は,合 弁企業の設立文書によって解決
され る。このため設立文書を作成する過程で,当 該合弁企業の会計システムがほぼ形成されるこ
とになる。こうした重要な意義を持つ設立文書には,『文献』によれぽ,つ ぎの事柄が示 され る
〔2〕36-37
必要があるとい う。
① ソ連 国有企業のための現行会計法規を順守すること。ただし,そ の会計の手続と処理を詳細
に示す必要はない。②会計年度を1月1日 から12月31日 までとすること。③ ソ連のルーブルで会
計を実施 し報告すること。ただし,合 弁企業の参加者の要望に応 じて,外 貨に換算して行なう場
合には,そ れをいかなる場合に行な うかを明記すること。④企業活動の最終結果は年度会計報告
書のデータに従 うこと。ただ し,合 弁企業の参加者が月次,四 半期,半 期の財政状態や経営成績
についてのデータを希望する場合には,そ の具体的な日付を明記すること。⑤採用する帳簿組織
　
を示すこと。⑥理事会の権限である減価償却方法,損 失の補填,定 款基金の補充,利 潤の配分な
どを示す こと。
以上の事柄が設立文書の中に規定 されることになるが,そ の他の会計上の諸問題 は,『 文 献』
(2Dレ ーニンは十月革命以前から企業の営業秘密の廃止を強 く訴えていたが,そ の考えは革命直後に公布
された労働者統制についての法令で示され,そ の後,企 業の財務諸表は 『国民経済』 誌 『経済生活』
〔1〕54
紙に公表されることになった。だが,30年 代に形成された ソ連型社会主義会計では,国 有企業の経理内
容は国家秘密 とな り,そ の公表は行なわれることなく,今 日のペレス トロイカを迎えた。そして,ペ レ
ス トロイカのもとでは,そ の初期に 制定された 「国有企業(合 同)法 」(1988年1月1日 よ り施行)で
は.企 業の労働集団に対して財務諸表を公開することが強調される一方で,そ の後,市 場経済への移行
を明確にした時期に制定された 「企業法」(1991年1月1日 より施行)で は,企 業の営業秘密が容認され
て きている。こうした状況のもとで,株 式会社 となった企業では,そ の財務諸表を雑誌などで広 く公表
することが既に始まっているが,揺 れ動 くペ レストロイカによって,い まだソ連では,会 計の開示を ど




に よる と,当 該合弁企業の理事会,管 理部等 に関す る規則 に よって解決 され る とい う。 よ って,
例えば年度会計報告書 の承認 方法 な どは,理 事 会規則 で示 され るこ とになる。
14合 弁企業会計の仮設例
最後に,ソ 連の合弁企業会計の内容をより深 く理解するために,『文献』が示 しているそ の仮
〔2〕53-75
設 例を紹介 してお きた い。
仮設 例の前提条件はつ ぎの よ うにす る。
1.合 弁企 業は,1種 類の製品を大量生産 してい る機械製 造業 で,職 場組織の ない企業 である。
2.定 款 基金への出資比率 は,ソ ビエ ト側が60%(そ の内訳:建 物,設 備,材 料,少 額迅速消耗物
品,ソ 連通貨)で,外 国側が40%(そ の内訳:発 明 ・ノウハ ウの権利,外 貨)で あ る。
3.利 潤 の配 分は,ソ ビエ ト側が60%で,外 国側 が40%で あ る。
4.減 価償却控除は,ソ 連 国有企業 に適用 されてい る固定 資産 の取 得価額か ら法定 の償却 率で
行 な う。
5.少 額迅速 消耗 物品の価額は,倉 庫か ら稼動 へ引渡す際 に,そ の価額 の50%を 磨損 と して計
上 し,除 却 に際 して残 りの50%を 磨損 として計上す る。
6.予 備基金,合 弁企 業の活動や労働集団の社会的発展 に必要 なそ の他 の基 金は,設 立文書で
定 めた比率 で利潤 よ り積立て る。
7.信 用 は,銀 行 か らの短期借入金を利 用 している。
8.取 引 は,1ヵ 月間であ る。
9.貨 幣単位 は,ソ 連 のル ーブルであ る。
10.期 首 のデータは,総 合 勘定の残 高に従 う(表5)。
11.記 帳 は,元 帳 を中心 に した ものであ る。
12.記 号 としてつ ぎの ものを使 う。CH… 期 首の勘定残高。Cg一 末 の勘定残 高,C6一 期 中
の勘定の取引,2,24.1な どは整理番号。
幽 ソビエ ト企業では,こ れまでに,① 仕訳指図書形態,② 日記元帳式形態,③ 集計表式仕訳指図書形態,
④穿孔 カー ド式会計報告書作成形態,⑤ 自動式会計報告書作成形態 と呼ばれる帳簿組織が採用されてき
〔20〕
ている。合弁企業に対しては,当 初,こ れらの帳簿組織の採用を義務づけていたが,そ の後,1988年5
月3日 付のソ連邦財務省 とソ連邦国家統計委員会の書簡によって,合 弁企業活動の特徴に応 じた帳簿組
〔5〕
織を 自主的に選択できるようになった。




加を伴 う合弁企業では,先 進資本主義が開発した管理会計上の先駆的技法を他のソビエ ト企業よ りも先





勘 定 科 目 防 鵬 ループ・レ








基 本 生 産
完 成 生 産 物
生 産 外 費 用
積送商品,遂 行した作業および用役
現 金
決 済 勘 定
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番号 取 引 の 内 容 内 訳1総 額
2外 国会社での組立不要の機械 ・設備の取得60,000
3ソ ビエ ト請負主か らの建設完了した構築物の受入れ30,000
4D基 本建設の融資財源の形成90,000
5基 本建設の融資財源勘定への支払:gO,000




71)基 本活動(運 営活動)の 計算において90,000
1)記 帳を簡略化す るため,4,s.7の 取 引を一括 して1つ のグルー プを1回 の記帳 のみ とす る。 よって,「 固定資産 」
勘定 の借方 と 「基本投 資」勘 定の貸方 とY"機 械 ・設備,構 築物 の運営 稼動に入 ったものの 価 額(60,000ル ー ブル+
30,000ル ーブル)で 記 帳す る。取得 した固定 資産 が組 立を必要 と しな い場合 には,「 仕 入先お よび 請 負主 との 決済」勘
定 に対応 する 「固定資産」勘定 の借方に記帳す る。
(n)の 取引の記帳
仕入先および請負主







































翻 取 引 の 内 容 内 訳 陣 額
11材 料の提供:89,000
11.1生 産物の製造へ80,000
11.2設 備の維持 ・稼動 と工場全体の必要性へ9,000
12消 費した電力,水 お よび外部 より得た蒸気の価額:16,200
12・1技 術的使途へ12,600
12・2設 備の維持 ・稼動 と工場全体の必要性へ3・600
13賃 金の算定:75・800
'13 ・1生 産物の製造に直接携わる生産的労働者,技 術者へ57・600

















































借 減 価 償 却 基 金 貸 倉 庫 に あ る 少 額 迅 速17)800





Cg:80012,800Cx-7,0・・i・ 昏 ・…06一 ・9,3f・
23)39,380
06-39,380







番号 取 引 の 内 容 内 訳1総 額
25完 成生産物のソビエ ト側得意先へめ積送(実 際生産原価による)7i ,000
26生 産外費用の支出:6 ,000
26.1倉 庫で完成生産物の荷造 りのために利用 される包装資材の実際原
価3,000
26。2発 送前の生産物の配達 と運送専門組織でのその積荷の費用2 ,000
26。3宣 伝用のカタログ・目録の出版費1 ,000
27ソ ビエト側得意先へ出荷 した生産物の実現(合 弁企業の決済勘定で
の売上高の受領):










2g完 成生産物の実現か ら得た利潤の 「損益」勘定への記帳47,g60
(V)の 取引の記帳


























































































各種の債権者および 得意先および注文主借 特別使途基金 貸 借 債務






















41・1財 務機関ヘー 合弁企業の働 き手の賃金から控除した税金11,200
41・2社 会保険機関ヘー 算定した社会保険控除額110,100
41.3そ れぞれの組織 と個人へ一 実施証愚書類による金額250
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(粗)の 取 引 の 記 帳
各 種 の 債 権 者 お よ び借 決 済 勘 定 貸

















計 算 書 ・支 払 証 明書 を 仕 入先 お よび 請 負主借









得 意 先 お よび 注文 主






















合弁企業の理事会 とソビエ トの 監査法人とが承認した 当期会計年度の計上利潤171,360ル ーブルを,下 記
のように配分する。
1.予 備基金 と生産,科 学 ・技術発展にむけられる基金,つ まり税引前利潤から形成される基金に対して
68,544ル ーフル0
2.利 潤に対す る税の支払として29,560ル ーブル。短期銀行信用に対する利息の支:払として4,280ル ーブル。
3.合 弁企業の労働集団の社会的発展にむけられる基金に対 して13,795ル ーブル。
4.合 弁企業の参加者への所得の配分に対 して55,181ル ーブル。その内訳 として,ソ ビエ ト側参加者へ
33,109ル ーブル,外 国側参加老へ22,070ル ーブル。
田 の 取 引
金額,ル ーブル整理



























勘 定 科 目
当月の1日 の鵬1月 間 の 取 引1次 月の1日 の鵬
借 司 貸 方 睡 方1貸 方1借 方 貸 方
11・i・1・1・1・1・






基 本 生 産
一 般 工 場 費
完 成 生 産 物




決 済 勘 定










利 潤 の 利 用























































































合弁企業の貸借対照表 や次月の1日 現在,ル ーブル
借 方1当 胸 鰭1当 月の期末
11・1・
1固 定 資 産 と外 部取 引借 方 項 目
固 定 資 産160,000160,000
非 物 質 的 資 産60,00060,000
利 潤 の 利 用105,00C146,000
損 失:
当 期 以 前 の もの
(61)ソ 連の合弁企業会計システムについて61
区 分1のr計325,000366,000
D在 庫 と繰 延 費用
生 産 用 在 庫1)65,00(68,200
仕 掛 品.7,0006,600
次 期 以 降 の 費 用
完 成 生産 物 と商 品20,00018,000
区 分IIの 計 ・92,00092,800
皿 貨 幣 資 産,決 済 お よび そ の 他 の 借 方 項 目
貨 幣 資 産2)216,.400196,200
銀 行 の長 期 信 用 の利 用
債 権 との 決済:
商 品 と用 役 に対 す る得 意 先 との 決済3)111,600159,56C
前 払 金 と決 済
そ の他 の決 済4)・ 『" .1,0001,40C
小 計 噛112,600160,960
特 別 基 金 お よび 特 定 目 的融 資 の資 金 で補 填 され な い 支 出
固 定 資 産 の未 完成 修繕 額








貸 方1当 月の鯛 当月・期末
11・ 【 ・
1自 己 資産 の 源泉
定 款 基 金485,000484,200
固 定資 産 の磨 損.15,00015,800
当 年 度 の 利 潤120,000171,360
区 分1の 計620,000671,360
皿。1在 庫 と繰 延 費 用 に対 す る銀 行 信 用12,45012,450
H.2少 額 迅 速 消 耗 物 品 の磨 損6・0006・500
丑.3当 座 費 用 お よび 支 払 の 準備 金2・0002・520
皿 各 種 の 銀 行 信 用,決 済 お よび そ の他 の 貸 方 項 目
銀 行 の 短 期 貸 付 金
銀 行 の 長 期 貸 付 金
債 務 の 決 済:
商 品 と用 役 に 対 す る仕 入 先 との 決 済6,0006,600
前 受 金 の 決 済
賃 金 と保 険 に つ い て の 債 務 の決 済36,30034;98C
国 庫 と の 決 済5,6005,600
そ の 他 の 決 済1)6501,150
小 計48,55048,33C
特 別 基金,特 定 目的 融 資 お よび 特 定 目的 受 入 額2)57,00074,800
次 期 以降 の所 得
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その他の貸方項 目















受取った り,支 払った りした経済的制裁料800500
既に消去 した不良債権からの受入額100×
為 替 差 額3,000一
損 益 の 計51,860500
利潤(損 失)の 残51,360一
1)こ の損益計 算書は.月 間の取引のみで作成 されている。一般 的には,年 度初めか らの会計上 の記 帳デ ータが 含 まれる。
も し,月 間の利 潤の残51,360ル ーブルに,月 初 めの 「損益」 勘定の残'120,000ル ーブル(表5参 照)を 加 算すれば,損
益 計算書 の当年度の利潤は171,360ル ーブル とな る。
作 成 した 貸 借 対照 表 と損益 計 算 書 か らつ ぎ の こ とが判 明 す る。
1.総 資 産 は69,960ル 腎 プ ル(815,960-746,000=69,96C)つま り9.4%増 加 した 。 し か し,「 固 定 資 産 の
磨 損 」,「少 額 迅 速 消 耗物 品 の 磨 損 」,「利 潤 の利 用 」 を考 慮 す る と,総 資 産 は期 首 で620,000ル ー ブル(15,00C
十6,000十105,000=126,000,746,000-126,000=s20,000),期末 で647,660ル ー ブ ル(15,800十6,500十
146,000=168,300,815,g60-168,300=647,660)とな り 資 産 の 実 質 的 な 増 加 は27,660ル ー ブル(647,660
-620,000=27,660)つ ま り4.5%増 加 とな る。
2.資 産 の この 変 化 は,貸 借 対 照 表 借 方 の 区分1(資 産 の増 加5,5%),区 分 皿(資 産 の 増 加3,8%)お よび
貸 借 対 照 表 貸 方 の 区 分1(資 産 源 泉 の増 加6,9%),区 分 皿(資 産 源 泉 の増 加2.4%)に あ た る。
3.固 定 資 産 と外 部 取 引 借 方 項 目(貸 借 対 照 表 借:方の 区 分1)は,41,000ル ー ブ ル(366,000-32E,000=
41,000)つ ま り12.6%増 加 した 。 そ れ は 「引 上 資 産 」 つ ま り 「利 潤 の 利 用 」 項 目上 の金 額 の 変 化(105,000+
41,000=146,000)と関 係 して い る。 また それ は,予 備 基 金 お よび 合 弁 企 業 活 動 と 労 働 集 団 の社 会 的 発 展 の
た め に 必 要 な そ の 他 の基 金 へ の控 除額(25,000ル ー ブル)と,利 潤 に対 す る税 の 国庫 へ の 前 払 額(15,000ル
ー ブル)と に ほ ぼ 相 当す る(25,000+15,000=40,000)。
4.流 動 資産(貸 借 対 照 表 借 方 の 区分D)は,800ル ー ブ ル(92,800-92,000=800)つま り0.9%わ ず か
に増 加 した 。
5.貸 借 対 照 表 借 方 の 区分 皿に 示 され る資 産 は,28,160ル ー ブ ル(357,160-329,000=2E,160)つま り0.9
%わ ず か に増 加 した 。
6.流 動 資 産 の 源 泉(貸 借 対 照 表 貸 方 の 区分1)は,51,360ル ー ブル(671,360-620,000=51,36()つま
り8%増 加 した 。
7.合 弁 企 業 の 利 潤 は51,360ル ー ブ ル(171,360-120,000=51,360)つま り42.8%増 加 した 。 こ の利 潤 の
93.4%63生 産 物 の 実 現 か らの 利 潤 で あ り,6.6%は そ れ 以 外 か らの 利 潤 で あ る。
(63)ソ 連 の 合 弁 企 業 会 計 シ ス テ ム に つ い て63
8.貸 借 対 照 表 貸 方 の 区 分 皿に 示 され る資 産 源 泉 は,17,580ル ー ブル(123,130-105,550=17,580)つま
り1.0%増 加 した 。 そ れ は,特 別 基 金,特 定 目的 融 資 お よび特 定 目的 受 入 額17,800ル ー ブル(74,800-5i,000
累17,800)の31。2%の 増 加 と関 係 して い る 。債 務 は220ル ー ブ ル(48,550-48,330=220)わず か に減 少 した 。
お わ り に
以上,シ ニェイ ドマンの書物を通してソ連の合弁企業の会計 システムをみてきたが,こ の考察
か ら現時点におけるその会計システムの主要な特色 と今後の動向について要約しておこう。
まず,ソ 連領内で新設 される合弁企業における会計 システムをつくるに当っては,ソ 連の国有
企業でこれまで採用されていた会計システムをさしあたって援用させようとしていることである。
国有企業会計に準 じて合弁企業会計を創出しようとする理由としては,会 計システムの根底に共
通する複式簿記の機構があるとい うだけでなく,な によ りも,会 計実務の中に慣習として発達し,
会計を処理するのに従わなけれぽならなかった基準が,コ ルホーズ会計のような協同組合会計の
外に,唯 一,国 有企業会計 しかソ連にはなかったか らによるものであると考え られる。
つぎに,国 有企業の会計システムに準 じて合弁企業の会計システムをつくる際に,前 者のシス
テムを規範 とするのではなくて,合 弁企業活動の特徴を考慮 した会計システムをその設立文書で.
明記 させ ようとしていることである。設立文書の中に合弁企業会計の詳細な内容を規定させよう
としていることは,い まだソ連では,合 弁企業会計の制度化が終っておらず,そ の形成の段階に
あることを示 してお り,そ れは緊急の措置と考え られる。
また,国 有企業会計に準 じて合弁企業会計を創出させるといっても,国 有企業会計それ 自体も,'




しかも,国 有企業の経営の在 り方 も脱国家化 ・民営化によって変化 しつつある一方,賃 貸借親
企業,株 式会社企業,個 人営業 とその協同組合など各種の経営体が生れつつある。そ して,合 弁
企業を含むすべてのこれ らの企業活動にとっての一連の経済法とその細則が,相 互に首尾一貫し
た整合性はないとはいえ,徐 々に制定されつつある。そしてまた,そ れとの関連で ソ連会計制度
の全般に係わる会計法規も整備されようとしている。その うえ,ソ 連会計制度の改編に際しては,
西側の国際会計基準への接近をも意図している。 よって,ソ 連における今後の合弁企業会計をみ
ていくには,こ れ までの総体 としてのソ連会計制度の改編 との関連で考察 していかなけれぽなら
ないであろ う。
シニェイ ドマンが示 した合弁企業会計モデルには,こ れまで国有企業で長 く採用されてきたソ
連型社会主義会計の特質がいまだ反映 されているが,そ の特質 もソ連会計制度のこれからの改編
過程で変化 していくと思われる。 したがって,現 時点におけるソ連の合弁企業会計 システムは,
まさに,こ れまでの指令的計画経済のもとでの企業会計か ら,こ れか らの調整 された市場経済の
もとでの企業会計への移行期における過渡的特質を示しているといえるのである。
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